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【要  約】 2008 年 3 月（2009 年 3 月に最終改正）に企業会計基準第 17 号「セグメント情報等の開
示に関する会計基準」（以下、新会計基準という）が公表され、我が国においても国際的会計基準、
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はじめに 
 
 2008 年 3 月（2009 年 3 月に最終改正）に企業会計基準第 17 号「セグメント情報等の開示に関す
る会計基準」（以下、新会計基準という）が公表され、我が国においても国際的会計基準と同様、


















 我が国のセグメント情報は、1990 年より連結財務諸表の注記情報として開示が制度化され、 
1994 年には監査対象とされた。開示内容も、1995 年には所在地別の営業損益が、1996 年には、
事業の種類別資産・減価償却費・資本的支出、および所在地別の資産額の開示が義務づけられ
情報の段階的充実が図られてきたが、1998 年 3 月期から全面適用されることになり、開示方法
ばかりではなく開示内容においても、米国および国際会計基準との隔たりも縮小され、この段
階でほぼ国際的調和を達成することができたといえる。 
 しかし 1997 年に米国財務会計審議会（FASB）は、従来の基準である財務会計基準書第 14 号
「企業のセグメント別財務報告」（SFAS14 号）1) を改訂する財務会計基準書第 131 号「企業の
セグメント別情報ならびに関連情報の開示」（SFAS131 号）2) を公表した。さらに、同年 8 月に
国際会計基準委員会（IASC）は、国際会計基準第 14 号「セグメント別財務情報の報告」（IAS
第 14 号）3) を抜本的に見直した IAS 第 14 号（改訂）「セグメント別報告」4) を公表し、さらに
                                                          
1）FASB, SFAS No.14、Financial Reporting for segment of a Business Enterprise, 1976 
2）FASB, SFAS No.131 Disclosure about Segment of an Enterprise and Related Information、1997. 
3）IASC, ISC No14、Reporting Financial Information by Segment, 1994 
4）IASC, ISC No.14、Segment Reporting, 1997. 
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IASC を引き継いだ国際会計基準審議会（IASB）は、2006 年に国際財務報告基準第 8 号「オペ
レーティング・セグメント」(IFRS 第 8 号）5) を公表し、SFAS 第 131 号とのコンバージェンス
を達成した。我が国も 2007 年 9 月に、企業会計基準委員会（ASBJ）は、企業会計基準公開草
案第 21 号「セグメント情報等の開示に関する会計基準（案）」を公表し、2008 年 3 月(2009 年 3
月に最終改正）に企業会計基準第 17 号「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（以下、
「新会計基準」という）を公表し、マネジメント・アプローチによるセグメント情報の開示が
2010 年 4 月以降開始される事業年度から適用されることになった。 




 AIMR が 1993 年に公表した報告書においては、セグメントの定義が曖昧であり、企業が組織
され管理されている方法に一致、またはこれを反映するような形式で報告すべきであり、もっ
と分割されたセグメント情報が開示されるべきであるとい指摘された6)。またアメリカ公認会計







131 号「企業のセグメントおよび関連情報に関する開示」（FAS 第 131 号）を公表した。さらに
IASC が 1997 年に改訂 IAS 第 14 号「セグメント報告」を公表し、FASB、IASC ともに従来のセ
グメント情報開示基準を抜本的に見直した。そのため我が国の開示基準と再び基準相互間の隔
たりが拡大し会計基準の調和化の動向と逆行することとなった。 
 この動きをうけ、我が国では、国内基準と IFRS との差異の縮小を図るために 2005 年 3 月か
ら企業会計基準委員会（ASBJ）と IASB との会計基準のコンバージェンスに向けた共同プロジ
ェクトが開始された。セグメント情報の開示は、第１フェーズの検討項目（2006 年 3 月より「短
期プロジェクト」）として取り上げられ早急にコンバージェンス達成が期待される項目の一つと
され、ASBJ は、2006 年 12 月にセグメント情報開示専門委員会を設置し、2007 年 9 月に公開草
案を公表し、2007 年度中に会計基準および定期用指針の公表を目指し、2008 年 3 月(2009 年 3
月に最終改正）に新会計基準公表し、マネジメント・アプローチによるセグメント情報の開示
が 2010 年 4 月以降開始される事業年度から適用されることになった。 
                                                          
5）IASB, IFRS No.8 Operating Segment、2006. 
6）AIMR, Financial Reportingf in the 1990s and Beyond、1993、pp.59-60. 
7）AICPA, Special Committee on Financial Reporting, Improving Business ReportingーA Customer Focus、
1994、pp.68-76, 90-91 
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8）財団法人 産業経理協会「「セグメント情報等の開示に関する会計基準（案）」及び「セグメント情報等の
開示に関する適用指針（案）」に対する意見」『産業経理』Vol.67 No.4、2008 年 1 月、119-123 頁。 
9）田中雅史・大木和俊「新セグメント情報開示の現状と対策」、『旬刊経理情報』2009 年 6 月 10 日号
(No.1217）、10ー14 頁。 
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出所）「セグメント開示はこう変わる」、『週刊財務経営』2008 年 3 月 31 日号（N0.2863）、6 頁
を一部修正。 
          ┌─────────────────┐
          │  （１）事業セグメントの識別  │ 
          └────────┬────────┘ 
                   │ 
    ┌──────────────┴──┐ 
    │（２）集約基準をすべて満たすか  ├──────┐ 
    └───────┬─────────┘      │ Yes 
            │          ┌─────┴─────┐ 
            │          │事業セグメントの集約可│ 
           No│          └─────┬─────┘ 
            │                │ 
            │                │ 
   Yes ┌──────┴───────┐        │ 
   ┌─┤（３）量的基準を満たすか  ├────────┘ 
   │ └───────────┬──┘ 
   │             │  No 
   │ ┌──┐    ┌───┴─────────────────┐ 
   │ │事統│ Yes  │概ね類似の経済的特徴を有し、事業セグメント│ 
   │ │業合├────┤の集約基準の過半数が類似しているか？   │ 
   │ │セす│    └───┬─────────────────┘ 
   │ │グる│        │  No 
   ├─┤メこ│    ┌───┴────────────────┐ 
   │ │ンと│    │報告セグメントの外部顧客への売上高合計額│ 
   │ │トが│    │が、損益計算書の売上高の75％以上か？  ├┐ 
   │ │を可│    └───┬────────────────┘│ 
   │ │ 能│        │  No              │ 
   │ └──┘    ┌───┴────────────────┐│ 
   │         │75％以上に達するまで、報告セグメントと ││Yes  
   ├─────────┤する事業セグメントを追加        ││ 
   │         └───┬────────────────┘│ 
   │             │                 │ 
   │         ┌───┴─────────┐       │ 
   │         │残りを「その他」として開示├───────┘ 
   │         └─────────────┘ 
   │          
┌──┴─────────────────────────────────┐ 
│    報  告  セ  グ  メ  ン  ト  と  し  て  開  示    │ 
└────────────────────────────────────┘ 
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準 4 項）と整合していること 



















































                                                          
10）IASB と FASB が、共通の概念フレームワーク策定に向けた共同プロジェクトを行っているため、公
開草案というかたちではなく討議資料として公表された。2010 年 3 月 11 日に FASB は、IASB との共同
プロジェクトの成果である公開草案「財務報告のための概念フレームワーク：報告企業」を公表した。 
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計処理の画一的な統一に対する懸念が表明された」（第 2 章 21 項）からである。また、信頼性
を支える表現の忠実性は、企業が直面する多様な事実を少数の会計上の項目に分類する際、そ
                意思決定有用性
 
                    │ 
          ┌──────────┼──────────┐ 
          │          │          │ 
 
      意思決定との関連性                信頼性 
     ○情報価値の存在                  ○表現の忠実性 
 
     ○情報ニーズの充足                 ○検証可能性 
 
                              ○中立性 
 
      ……………………… 内的整合性、比較可能 ……………………… 
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出所）討議資料「財務会計の概念フレームワーク」2004 年 1 月、18 頁 
 
 しかし、2006 年 12 月に公表された討議資料「概念フレームワーク」では、比較可能性は、
会計情報が有用性を支える必要最低限の基礎条件とされ、意思決定有用性の直接的な判断基準
ではないが、意思決定との関連性や信頼性が満たされているか意思決定との関連性が満たされ





ため、比較可能性を内的整合性とともに一般制約となる特性としている（第 2 章 20 項）。さら
に、会計情報の有用性のためには、非画一的な処理や企業の裁量的判断が必要とされる場合も






 FASB は、1980 年に財務会計諸概念に関するステイトメント第 2 号「会計情報の質的特性」
（SFAC No.2）を公表し、1978 年に公表された財務会計諸概念に関するステイトメント第 1
                意思決定有用性
 
                    │ 
          ┌──────────┼──────────┐ 
          │          │          │ 
 
      意思決定との関連性    内的整合性       信頼性 
     ○情報価値の存在                  ○中立性 
 
     ○情報ニーズの充足                 ○検証可能性 
 
                              ○表現の忠実性 
経営情報研究 第 18 巻第 1号(2010)，21－34 ページ 

































 1984 年に FASB が公表した財務会計諸概念に関するステイトメント第 5 号「企業の財務諸表




                 ┌───────┐
                     │ 意思決定有用 │ 
                    └───┬───┘ 
               ┌─────────┴────────┐ 
               │                  │ 
            ┌──┴──┐            ┌──┴──┐ 
 意思決定に固有の   │目的適合性├─────┬──────┤ 信頼性 │ 
 基本的特性      └──┬──┘     │      └──┬──┘ 
           ┌───┴───┐    │    ┌────┼────┐ 
           │     ┌─┴─┐  │ ┌──┴──┐ │ ┌──┴───┐ 
           │     │適時性│  │ │検証可能性│ │ │表現の忠実性│ 
           │     └───┘  │ └─────┘ │ └──────┘ 
         ┌┴──────┐     │         │ 
        ┌─┴┐  ┌───┴───┐ │         │ 
 基本的特性  │予測│  │フィードバック│ │         │ 
 の要素    │価値│  │価     値│ │         │ 
        └──┘  └───────┘ │         │ 
                        │         │ 
                        │         │ 
                    ┌───┴───┐   ┌─┴─┐ 
 副次的かつ              │比較可能性  │   │中立性│ 
 相互作用特性             │（首尾一貫性を│   └───┘ 
                    │ 含む）   │ 
                    └───────┘ 
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異なる場合には異なる会計処理を求めており（第 2 章 20 項）、形式的・画一的比較可能性を求
めるのではなく、意思決定に有用な会計情報を作成するために、企業実態に応じた企業の裁量





















 2008 年 3 月（2009 年 3 月に最終改正）に企業会計基準第 17 号「セグメント情報等の開示に
関する会計基準」を公表され、我が国においても IASB や FASB と同様、マネジメント・アプ
ローチによるセグメント情報が、2011 年 3 月期より開示されることになった。マネジメント・
アプローチの採用により、財務諸表利用者は、経営者が利用しているセグメント情報を利用す
                                                          
11）FASB、Discussion Memorandum、Analysis of issues related to Conceputual Framework for Financial 
Accounting and Reporting：Elements of Financial Statement and Their Measurement、1976、におい
て、有用な財務諸表情報のさまざまな質または特徴間のコンフリクト及びトレードオフ、目的適合性と比
較可能性の間の妥協またはトレードオフの必要性は指摘されていた（paras.361-365、371-376）。 
12）FASB・IASB、Discussin Memorandum、Preliminary Views on Financial Statement Presentation 
13）中村美保「業績報告プロジェクトの変遷とマネジメント・アプローチへの変換」、『会計』、第 177 巻
第 3 号、49-61 頁。 
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